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３
年
間
の
成
果

　

町
で
は
、
平
成　

年
度
か
ら　

年

１６

２０

度
ま
で
の
５
か
年
間
、�
行
財
政
改

革
実
施
計
画�
に
沿
っ
て
、
行
財
政

の
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

行
財
政
改
革
の
実
践
に
つ
い
て

は
、
こ
れ
ま
で
も
そ
れ
ぞ
れ
の
重
要

度
、
優
先
度
、
緊
急
度
等
を
考
慮
し

な
が
ら
、
町
民
皆
さ
ん
の
ご
理
解
の

中
、
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

こ
の
度
、
平
成　

年
度
に
お
け
る

１８

行
財
政
改
革
の
実
践
に
よ
り
、
平
成

　

年
度
予
算
へ
反
映
し
た
効
果
な
ど

１９を
ま
と
め
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ

し
ま
す
。（
左
頁
表
参
照
）

　　

平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
ま

１６

１８

で
の
３
年
間
の
行
財
政
改
革
実
施
計

画
の
取
り
組
み
に
よ
る
効
果
総
額

は
、
約　

億
５
千　

万
円
と
な
り
ま

１３

４００

し
た
。
町
民
の
皆
さ
ん
の
ご
協
力
に

よ
る
負
担
の
見
直
し
分
が
約　

％
の

１７

進
め
て
い
ま
す�
行
財
政
改
革
実
施
計
画�

２
億
３
千　

万
円
、
行
政
の
内
部
改

２００

革
に
よ
る
効
果
が
約　

％
の　

億
２

８３

１１

千　

万
円
、
こ
の
う
ち　

％
を
占
め

２００

５６

る
６
億
２
千　

万
円
は
、
人
件
費
の

７００

削
減
効
果
で
す
。（
下
表
参
照
）

　　　

平
成　

年
度
の
改
革
成
果
と
し
て

１８

は
、
一
般
会
計
と
他
会
計
を
合
わ
せ

て
約
７
億
２
千　

万
円
の
効
果
と
な

９５

り
、
こ
の
う
ち
約
３
億
４
千　

万
円

８５９

が
人
件
費
分
の
削
減
で
す
。

　

平
成　

年
度
は
、
行
政
体
制
の
確

１８

立
の
た
め
、
職
員
定
数
適
正
化
計
画

の
見
直
し（　

人�
　

人
）を
は
じ

２１４

２０８

め
、
新
た
な
組
織
体
制（　

課　

班

１０

２２

４
専
門
担
当
）へ
の
見
直
し
、
議
員

定
数
の
縮
小
や
行
政
委
員
会
の
慣
例

的
な
道
外
研
修
の
廃
止
、
附
属
機
関

で
あ
る
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
審
議
会

の
廃
止
等
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

民
間
活
力
を
活
用
し
た
推
進
と
し

て
は
、
西
保
育
所
の
民
間
移
譲
を
決

定
し
ま
し
た
。
指
定
管
理
者
制
度

（
町
が
指
定
し
た
民
間
事
業
者
に
よ

る
施
設
の
管
理
運
営
）の
活
用
で
は
、

新
た
に
見
晴
台
公
園
の
管
理
運
営
も

こ
の
制
度
で
行
い
、
効
率
的
な
運
営

の
推
進
を
図
る
と
と
も
に
、
行
政
管

理
コ
ス
ト
の
縮
減
に
努
め
ま
す
。

　

行
政
内
部
の
取
り
組
み
と
し
て

は
、
各
種
手
当
の
凍
結
や
廃
止
・
縮

減
、
勤
務
時
間
の
見
直
し（
週　

時
３８

間　

分�
週　

時
間
）、
臨
時
職
員

４５

４０

の
減
員
や
パ
ー
ト
化
な
ど
に
よ
る
人

件
費
抑
制
、
事
務
事
業
の
見
直
し
を

進
め
、
歳
出
削
減
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

一
方
、
税
負
担
の
公
平
性
を
図
る

観
点
か
ら
、�
町
税
等
の
滞
納
者
に

対
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
制
限
措
置

等
に
関
す
る
条
例�
を
制
定
し
、
徴

収
の
強
化
を
図
り
ま
す
。

　

ま
た
、
収
納
率
向
上
の
た
め
、
町

税
等
及
び
上
下
水
道
料
金
の
コ
ン
ビ

ニ
収
納
サ
ー
ビ
ス
を
導
入
し
、
納
税

者
に
と
っ
て
納
め
や
す
い
環
境
づ
く

り
の
整
備
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

町
民
の
皆
さ
ん
や
各
団
体
の
負
担

協
力
に
よ
る
改
革
と
し
て
は
、
事
業

の
見
直
し
や
各
種
使
用
料
・
手
数
料

の
見
直
し
、
補
助
金
・
負
担
金
の
整

理
合
理
化
な
ど
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

平
成　

年
度
の
改
革
成
果

１８

　　

平
成　

年
度
も
一
般
会
計
予
算
は

１９

対
前
年
比
７
％
減
の　

億
５
千
万
円

６２

と
緊
縮
型
予
算
の
た
め
、
町
の
財
政

は
極
め
て
厳
し
い
も
の
と
な
っ
て
お

り
、
自
立
に
向
け
て
財
政
構
造
の
転

換
や
基
金
に
依
存
し
な
い
財
政
措
置

が
必
要
で
す
。

　

今
後
と
も
引
き
続
き
組
織
を
あ
げ

て
行
財
政
改
革
を
推
進
し
ま
す
が
、

景
気
回
復
の
兆
し
を
実
感
で
き
な
い

の
が
現
状
で
あ
り
、
厳
し
い
財
政
状

況
が
続
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
改
革
の
推

進
に
向
け
て
は
、
町
民
の
皆
さ
ん
の

ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

こ
れ
か
ら
も
改
革
を
推
進

平
成　

年
度
の
成
果

１８

住民負担等
２億３,２００万円

行政内部改革
１１億２,２００万円

うち人件費
（６億２,7００万円）

１億３００万円

３億４,８００万円

（２億６,７００万円）

４,７００万円
２億１,２００万円

（１億２,７００万円）

行財政改革の経過

平成10～12年度
【第2次　3年間】

平成13～15年度
【第3次　3年間】

平成16～18年度

２億５,９００万円

４億５,１００万円

１３億５,４００万円

�
組
織
機
構
等
の
見
直
し�

�
民
間
活
力
の
導
入�

�
人
件
費
の
抑
制�

�
町
民
の
ご
協
力�

約

７
億

２
千

９５９５
万

円

�
収
納
環
境
の
向
上�



� 広報かみふらの ２００７.７

効果額主な取り組み効果総額改革の視点・重点項目

1,８９７

�議員定数の見直し（次期選挙から１８人→１４人）
�学校給食センター審議会廃止
�総合計画審議会委員数（Ｈ１９.４.１から３０人→１５人）
�道外研修の廃止（農業委員会・民生児童委員協議会）
�報酬、費用弁償等の見直し

16,362

�簡素で柔軟な行政体制の確立
　�時代に対応した組織機構の見直し
　　・行政委員会及び附属機関等の報酬等
　�適正な定員管理対策
　　・職員数適正化計画の見直し

14,４６５�退職職員の不補充
�職員適正化計画（Ｈ１９.４.１から２１４人→２０８人）

5,252�西保育所民間移譲ほか

５,565

�効率的な行政経営の確立
　�民間活力の活用
　　・アウトソーシング【外部委託】の推進
　　・指定管理者制度【町が指定した民間事業者により施設の管理運営を行う制度 】

313
�保養センター、オートキャンプ場・スキーリフトを含
　む日の出公園施設、パークゴルフ場(Ｈ１８.４.１～Ｈ２１.３.３１)
�見晴台公園(Ｈ１９.４.１～Ｈ２３.３.３１)

3,5２１

�滞納プロジェクト徴収戸別訪問、電話勧告、督促、誓
　約等の実施ほか
�滞納者への行政サービスの制限措置(Ｈ１９.４.１～)
�軽自動車税、固定資産税、町道民税、国保税、上下水
　道料金のコンビニ収納サービス導入(Ｈ１９.４.１～)
�広報誌、ごみ袋への有料広告掲載継続

４０,６２０

�財政基盤の確立（行政内部の取り組み）
　�歳入の見直し
　　・徴収対策の強化
　　・新たな歳入の検討

　�歳出の見直し
　　・人件費の抑制
　　・経常経費の削減
　　・他会計等負担の見直し
　　・補助金、負担金の整理合理化
　　・事務事業の見直し

11,285
�諸手当（期末手当・管理職手当・特殊勤務手当など）
　の凍結や廃止・縮減
�臨時職員任用縮減とパート化ほか

8,816�旅費の見直し（日当・宿泊料引下げ）
�施設管理委託経費の縮減見直しほか

12,909�介護保険会計・ハイツ会計の臨時職員任用縮減見直し
�簡易水道、下水道水質関係業務見直しほか

1,003�各種団体への補助見直し
�各種協議会等負担金廃止ほか

3,086
�道路台帳更新委託延伸
�各種講演講師謝礼の縮減見直し
�町道維持管理費見直しほか

3,８８６�ごみ処理手数料改定
�公共施設使用料見直しほか

9,548

�財政基盤の確立（町民・団体の負担分）
　�歳入の見直し
　　・受益者負担の適正化　
　�歳出の見直し
　　・他会計等負担の見直し
　　・補助金の整理合理化
　　・事務事業の見直し

5,255
�住民自治活動推進交付金への統合移行
�明るい選挙推進協議会交付金見直し
�スズメ蜂駆除費補助の廃止ほか

407�緊急通報システム管理費負担
�骨粗しょう症・結核検診二次検診廃止ほか

����うち人件費削減分３４,８５９万円（４８％）うち人件費削減分 ３４,８５９万円（４８％）72,095合　計
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西保育所を民間移譲西保育所を民間移譲

行財政改革に関するご意見やお問合せ
　行財政改革推進事務局　��６９８０

指定管理者制度による見晴台公園の管理指定管理者制度による見晴台公園の管理


